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国際比較研究の系譜

-その成立と展開-

(その1)

田　島　義　博

1.学説史的検肘の目的

本稿では,流通の国際比較研究,すなわち

｢比較流通｣ (comparative distribution, or

cross-cultural comparison of distribution)

の概念的ならびに方法論的な体系化を行う前

提として,流通およびマーケティングにおけ

るこれまでの国際比較研究を学説史的に跡づ

け,検討を加えることとする｡

マーケティング活動や流通システムにっい

ての萌芽的な国際比較は,主として米国や英

国の研究者によって, 1950年代の初めから試

みられ,その後世界中に普及した｡初期の比

較研究は,米国の研究書による他国の流通シ

ステムやマlケティソグ活動に関する記述

や,それらと米国との定性的比較,ならび

に,米国以外の国々の研究者による米国の流

通･マーケティングの紹介や,それと自国と

の比較などが中心であった｡これらはシャピ

ロ(Stanley J. Shapiro)が比較マーケティン

グの諸文献を学説史的に整理した際, ｢外国

の国内マlケティソグにっいての報道記事｣

および｢外国の国内マーケティングと米国の
(注1)

過去｣として分類したが,前者は米国企業の

海外進出に伴い,国際マlケティングに対す

る米国の産業界と学界の関心が増大したこと

を反映しており,後者は,マlケティソグ先

進国としての米国の現状,および過去の発展

過程に学ぼうとする外国側の動機に基づいて

いると言うことができる｡

このような記述的な国際比較は,その後大

量の文献を生み出しながら今日に至っている

が,比較研究としての概念的枠範みが充分に

構築されておらず,方法論も体系化されてい

ないので,学説史的な検討の対象にはなり得

ない｡ここでは,比較マーケティングの概念

的ならびに方法論的な体系化に寄与したと考

えられるバlテルズ(Robert Bartels),シャ

ピロ,カソヂィフ(EdwardW.Cundiff),ボ

ドウィン(Jean J. Boddewyn)等の業寮を取

り上げる｡

検討の手順と`しては,まず,シャピロとボ

ドウィンの論文によって,比較マーケティン

グ(comparative marketing)の展開を跡づけ

た後,学説上の最大の対立点とも言える固有

主義(Peculiarism)一文化規定説と普遍主義

(Universalism)あるいは発展段階説につき,

それぞれを代表するバーデルズとカソディフ

の所説を取り上げる｡以上のような学説史的

検討の目的は,主として次の通りである｡

1)科学的な比較マーケティングは何時ごろ

成立し,どのように展開してきたかを明ら

かにする｡

2)各国のマーケティング活動や流通システ

ムには,普遍的な発展段階が存在するの

か,それとも各国の固有の文化的条件に

よって規定されるのかを検討する｡

3)以上を通じて,比較研究の概念的･方法

論的枠範みにっき検討する｡

4)結論的に,比較マーケティングから比較

流通を独立させることの意義を考察する｡
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2　比較マーケティングと経済発展

(1)比較研究への関心とその課麗

ジョージ･シュワ-ツ編｢マーケティング

の科学｣に収められているシャピロの｢比較
(注2)

マーケティングと経済発展｣は, 1965年とい

う比較マ-ケティソグ史上,非常に早い時点

で書かれたものであるが,比較マーケティン

グに関する恐らく最初の学説史的整理であろ

う｡

彼は比較マlケティングを｢外国の国内

マーケティ　ング(domestic marketing

abroad)｣と同義語としており,必ずしも国

際比較研究の視点が明確になっているとは言

い難いが,米国における海外のマーケティン

グに対する関心の増大が,次の2つの要素か

ら生じていることを指摘している｡ 1つは実

務上の理由であって,企業が国内市場より海

外市場の方がより収益性が高いことを理解す

るようになるにつれて,国際的事業の相対的

重要性が着実に高まってきたことである｡

外国の国内マlケティソグに関心をもつ第

2のグルlプは,マーケティングの教師や経

済史家,および,ごく一部の経済発展の専門

家であるが,彼らは単にいろいろなマlケ

ティソグ･システムを叙述したり,そのシス

テムの発展した要因を説明することに自らを

限定していると,シャピロは批判を加えてい

る｡ただし,異なった国におけるマーケティ

ソグ活動の性格や,マlケティング機関の役

割を比較対比する試みが一部あること,およ

び,庫めて限られた研究者たちでははある

が,マーケティング効率とその改革に関連す

る諸問題を考察していることにっいて, l応

の評価を与えている｡

シャピロは比較マーケティングの既存文献

が取り扱っている課題を次の7つに分類し,

それらの限界と論点について検討を加えてい

る｡

(9　各国のマーケティング･システムを比

較するための適切な研究枠範み(frame

of reference)

②　米国におけるマーケティング技術の他

国に対する適用可能性

③　マーケティングにおける発展段階の存

在の可能性

④　経済発展における市場経済および市場

機構の役割

⑤　低開発国について消費者欲求を刺激す

ることの望ましさ

⑥　低開発国のマlケティソグ･システム

を改革しようと努める際の英知

(診　マーケティングが経済発展に対して為

し得る貢献

(2)比較マーケティングのための研究枠組み

諸外国のマーケティングに関する既存の文

献に,叙述上の統一性が欠如していることを

シャピロは指摘し,比較研究の困難性を認め

つつも,より統一的な接近が採用されるべき

ことを指摘している｡外国の国内マーケティ

ングに関する文献を,接近方法の点からシャ

ピロは次の4つの範噂に分類している｡

①　深い研究(A Study of Depth)

シャピロは私見と断った上で,オ-イオ州

立大学のロバート･バーテルズが,比較マl

ケティング分析に使用される唯一の詳細なア

ウトラインを準備していると述べ,バーテル

ズの業簾を高く評価しているo　バーテルズの

所説については,項を改めて紹介するが,シ

ャピロはバーテルズが振起した接近方法に従

えば,現存する如何なるレポートよりも優れ

た,諸外国の国内マlケティング･システム

に関する論文が生み出されるだろうと述べて

いる｡ただし,バーテルズが振起したアウト

ラインや,それと同等に包括的な計画が広く

用いられることは,近い将来においては期待

できないとしている.高度に訓練された隣接

諸科学の研究者から成るチームの協力を必要

とするため,研究経費の制約が大きいこと

と,マーケティングおよび経済に関する最も
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基礎的なデータが,世界的に欠如しているこ

と等を,シャピロはその理由として挙げてい

る｡

バ-テルズの研究パラダイムは,要約的に

言えば,複数の国々ににおける社会的･文化

的条件が,それぞれの国のマlケティングを

如何に規定するか, ｢規定関係の比較｣を特

徴としているが,対立的な価値システムが,

社会的かつ文化的に多様な国々のマlケティ

ング機構に,如何なる影響を及ぼすかを決定

することの困難性を過少評価すべきでない

と,シャピロは指摘している｡実際,バlテ

ルズのパラダイムによる比較研究において

は,経費やデータ等の技術的制約よりも,文

化比較の困難性がいっそう重要であって,こ

れを突破しない限り,比較研究はその入り口

で挫折し,その中へは一歩も入れないことに

なる｡この間題は,比較研究を志す多くの研

究者を悩ませ,今なお悩ませつづけている｡

例えば,西独ザールランド大学のティーツ

(Bruno Tietz)は,次のように述べている｡

｢国際商業研究(die internationale Handels-

forschung)は文化比較を含まねばならない

が,いずれの国にも妥当する商業の評価基準

を見つけ出すのが困難なのは,このためであ

る｡文化的特性,国民性,および技術進歩と

いった諸要因を定量化することは困難であ

る｣｡
(田三3)

②　限定された範囲の比較研究(Compa-

rative Studies of Limited Scope)

シャピロが｢限定された範囲｣と呼んでい

るのは,マーケティングの中の特定の機能や

部門についての国際比較を指している｡バl

テルズが振起したパラダイムの学術的重要性

を認めつつも,その早急な受容が期待されな

いところから,より限定的で実行可能な比較

研究法が強調さるべきであるとシャピロは主

張し,バーテルズが卸売業の国際比較につい

て編集者を勤めたことは,バlテルズ自身が

｢野心的でない｣研究のメリットを理解して

Wl

いる証拠だと述べている｡

こうした限定的範囲の研究業農として,主

に英国の研究者たちによって行われたヨー

ロッパにおけるマーケティング生産性につい

ての研究,米国と英国の小売構造についての

比較,ヨlPッパ小売業に関する研究など(注4)

をシャピロは挙げている｡ただ,限定的な範

囲の研究について,シャピロは卸売業や広告

等の領域に集中するよりも,すべての国の

マーケティング･システムに共通する特定の

機能が如何に遂行されているか,その様式に

重点をおく,いわゆる磯能的接近が望ましい

としている｡

③　外国の国内マlケティングに関する報

道記事

ある一国のマlケティソグ･システムにっ

いて,その特定の側面に焦点を当てた,比較

的短い文献が大量に存在するが,これらの資

料は,海外諸国の国内マーケティングにっい

て何がしかの情報を与えてくれるものの,価

値は限られているとシャピロは述べ,その弱

点を2つ指摘している｡その1つは,接近方

法が多様でマーケティングの異なった側面を

取り上げており,共通のフレームワークの欠

如が,意味ある分析を不可能にしていること

である｡もう1つの弱点は,環境要因に対す

る配慮が限られていることである｡

④　海外の国内マーケティングと米国の過

去

シャピロも述べているように,約50年ある

いは75年以前の米国のマーケティング･シ

ステムと,他の国々において現存する諸条件

の間の類似性が,しばしば指摘される｡この

種の接近は2つの問題を提起するが,その1

つは,こうした比較研究のもつ予測可能性で

ある｡ある国のマーケティングが,米国にお

ける発展バクlソと類似の線上で発展するか

否か,あるいはどの程度類似の発展過程をた

どるか,必ずしも明確ではないが,現存する

他国のマlケティソグ･システムが,米国の



過去より早いペースで変化することは間違い

なく,この加速化された変化が,最も先進的

な生産およびマーケティング技術の採用に

よって,経済発展を促進しようとする努力に

帰せしめることができると,シャピロは述べ

ている｡

いま1つの問題は,米国のマーケティング

史を検討することが,他国の経済発展に寄与

できるか否かである｡

シャピロは自分の意見を述べることは避

汁,米国マーケティング史の詳細な研究なし

には,米国の経験が経済発展に最大級の貢献

をすることはできないという,ある研究グ

ループの結論を相介するに止めている.これ

らの点から,シャピロが素朴な発展段階説に

立つものではないことが推測される｡

(3)米国におけるマーケティングの普遍的適

用可能性と発展段階

米国における現代のマーケティング技法

は,諸外国で普遍的に適用できるか否かにっ

いて,多くの議論があるが,シャピロは,米

国において最初に完成されたマlケティング

技術は,それぞれの国においてその社会機構

と価値システムに対し,充分な配意をもって

適用されれば,国際的な適用可能性をもっと

評価している｡それぞれの国の環境条件を重

視している点は,バーテルズに通ずるものが

ある｡ただし,米国式のマーケティング活動

やマーケティング機関が他の国々に導入され

るためには,個人所得が一定の水準に達して

いること,現地メlカーが一定の品質の製品

を生産する技術を習得していること,環境が

文化的革新に対して前向きであること等の条

件が必要であるという見解を,シャピロは述

べている｡

米国におけるマーケティソグの普遍的適用

可能性を倍ずれば,それはすなわち,米国を

最先進国とし,各国を異なった発展段階に位

置づける発展段階説を採ることになる｡後述

するカソディフはその典型的な研究者という

ことになる｡一般には,経済の発展段階と

マーケティングの発展段階を関連づけること

が多いが,これは明らかにロストウ(W.W.

Rostow)の経済発展段階説に催5)影響を受け

ている｡これが必ずしも妥当しないことは,

今日,経済発展が高度の水準に達している先

進工業国の間でも,マlケティング･システ

ム,たとえば流通システムに大きな違いが見

られることからも,主張できるだろう｡シャ

ピロは,国々の分頬や格付けの妥当性は,主

として研究目的に依存すると述べ,彼が普遍

主義的な発展段階説の信奉者ではないことを

示している｡彼自身としては,低開発国の経

済成長を促進する方法を見出すという動機

に,国々の分類や格付けの意義を認めている

ようである｡

3.比較マーケティング-最初の25年

(1)ポドウインの学説史的整理･

ニュlヨlク市立大学のボドウィンは, 19

81年に｢比較マーケティング-最初の25

年｣ (注6)という論文をジャlナル･オブ･イ

ンタlナショナル･ビジネス･スタディーズ

誌に発表した｡マーケティングに関する国際

比較研究が1950年代の初期に始まって以来,

4分の1世紀を経た時点で,多くの研究論文

を学説史的に整理したものと評価することが

できる｡シャピロの論文が1965年に公けにさ

れているので,主としてそれ以降の研究成果

が取り上げられているが,シャピロ論文が

マlケティソグと経済成長との関わりに傾斜

しているのに対し,ボドウィソ論文は比較

マ-ケティソグの体系的考察に努力を集中

し,研究対象や方法論の体系化については,

シャピロ論文よりさらに精散になっている｡

その間の比較マーケティングの発展を反映し

ているものと考えられる｡この論文がシャピ

ロ論文に刺激されて書かれたものであろう七

とは,ボドウィソが1966年にジャ｣ナル･オ
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ブ･マーケティング･ 1)サーチ誌に発表した

小稿｢比較マlケティング･リサーチの構

築｣ (往7)における,シャピロ論文の評価からも

想像される｡

ボドウィンによる比較マlケティソグの主

要な課題は以下のの通りである｡

研究蘭城

比較研究の類型

比較マーケティング研究の範囲

比較研究の深さ

方法論上の諸問題

概念的枠範みの利用

マlケティソグ機関の比較

消費者行動の比較

統計分析

比較マーケティング研究の成果

概念的発展

経営への応用

その他の比較マーケティング研究

消費研究

市場のグルlプ化

流通機構と経済発展

商品普及の研究

比較マーケティングの教育

今後の比較マーケティング研究への示唆

(2)比較マ-ケティングの研究頚城と類型

①　概念規定

ボドウィソは比較マーケティングを, ｢一

国の全システム,あるいはその一部における

類似点と相違点の体系的な発見,識別,分

類,測定および説明｣と定義している｡これ

がバーテルズの概念規定を受けついでいるこ

とは明白である.

学術的には,比較研究がマーケティング･

コンセプト,モデル,仮説および理論の洗練

を助ける可能性があるが,同時に,年々増大

する米国企業の海外進出に対し,国際マーケ

ティング･マネジメント面における実務的寄

与をすることは明らかだと,ボドウィソは指

摘している｡

またボドウィソは,ある一国の環境条件の

下で発展せしめられた概念的枠範み,モデル

および理論が,その他の多様な環境条件の下

でも適用できることが確認されれば,それら

は一般理論的性格をもつものと仮定すること

ができるが, ｢文化的固有性｣が認められれ

ば,一般理論は棄却され,いかなる国にっい

ても普遍的であるもの,特定の国についての

み成立する限定的な一般化,およびいくっか

の国々に固有な特定の差異等の間の識別がな

されるような,理論的修正が必要となると述

べている.このことは,米国を基準として,

他の国々を異なった発展段階に割り付けしよ

うとする,頑固で,時には盲目的ですらある

普遍主義一発展段階説とは異なる,柔軟な世

界にボドウィソが身を置いていることを示し

ている｡

②　研究類型

比較研究の類型を,マクロ比較とミクロ比

較に大別している点は,ボドウィンの体系に

おける1つの特徴である｡マクロ比較とは,

例えば｢メキシコと米国における小売業｣の

如く,全マlケティソグ･システムあるいは

その主要部分にっいての比較研究であるが,

その多くは機関的･制度的鼓近であって,明

示的な概念的枠範みや基礎となる仮説を欠く

叙述的なものが大部分であるため,発見結果

の解釈が困難であると,ボドウィンは指摘し

ている｡世帯数,店舗数,教育水準, -人当

りGNPなどが比較されることが多いが,也

較可能なデータの不足がl般化を妨げている

ことも述べている｡一般的には,ボドウィン

が指摘するような事柄が,比較研究とくにマ

クロ比較の発展を阻害しているが,概念的枠

魁みや基本仮説については,バーテルズが構

築した包括的なアウトラインがあり,また,

データについては,現在の制約条件下では最

も信頼するに足る商業センサス･デlタが,

少なくとも先進国にっいては一応使用可能で

あって(注8),ボドウィソの殆ど全面的とも首
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えるマクロ比較-の否定的評価は,必ずしも

妥当しないだろう｡

他方,ミクロ比較研究は,ボドウィソによ

れば,消費行動と市場区分(segment),具体

的には買物行動,革新者の特性,女性の役割

についての知覚,媒体利用,家計の購買決

定,ライフ･スタイル,情報探索者,広告に

対する感度,製品属性に対する感度,外国製

晶に対する知覚,ファッション化,反覆購買

行動,産業購買者による製品評価,等々の諸

問鷺を取り扱ってきた｡ボドウィソがミクロ

比較と呼んでいるのは,市場の特定区分

(segment)に関する比較研究という意味と

理解されるが,研究者には米国で形成された

仮説を外国で検証しようとすることから,i

クロ比較は国別の差異より類似点の発見に力

点を置く憤向があることを指摘している｡

(3)比較研究の拡がりと深さ

①　比較研究の広がり

比較マlケティングは初期の一般的･総論

的比較から,より専門化された分野を包含す

るようになったと,ボドウィンはその発展を

評価している｡しかし同時に, 2つの問題点

も指摘している｡ 1っは研究者の使用言語が

主として英語であるため,外国の情報へのア

クセスが困難であり,比較対象国の教が限ら

れている点である｡いま1っは,研究者が例

えば世界食糧機構(FAO/UN)等の資料の

ような非マーケティング資料を無視している

ことである｡

②　比較研究の深さ

比較研究をどの程度の深さにおいて行うべ

きかについて,研究者の意見が分かれている

ことを,ボドウィンは押摘している｡ここで

は,メ-テルズとその他の多くの研究者の間

の対立が問題となる｡ボドウィソによれば,

多くの研究者は,比較マーケティングが純粋

に記述的な要素を含むことを容認しているの

に対し,バーテルズはマーケティング要素と

環境要因の間の関係を分析することが比較

マーケティングであると強調している｡

ボドウィソ自身は,比較マーケティングの

ような若い研究領域では,概念化と理論化に

先立って,大量のデータが入手されねばなら

ないという意味で,記述的研究の価値を評価

しているが,ただし,比較マーケティングの

理論化が遅れていることは彼も認めている｡

実際,比較マーケティングの文献が大量に生

み出されながら,そこに真の発展を読みとる

ことができないのは,分析的枠範みがないま

ま,国際比較が行われているのが1つの理由

と考えられるo　その意味で,バーテルズと他

の研究者の間に方法論上の対立があるという

ボドウィソの見解は必ずしも正しくない｡多

くの研究者は,概念的枠魁みとしてのバーテ

ルズのアウTラインを高く評価しながらも,

その実行に非常な困難が伴うため,バーテル

ズが主唱する包括的比較研究に着手できなと

いうのが実態であろう｡

(4)方法論上の諸問題

①　概念的枠魁みの活用

ボドウィソも述べているように, 1960年代

には,マーケティング･システム全体の比較

のための概念的枠範み,あるいは少なくとも

研究のためのガイドラインが,メ-テルズを

初め,多くの研究者によって振起されたが,

それを活用して実際に国際比較研究が行われ

た例は,殆ど皆無である.バlテルズが振起

した概念的枠魁みに沿って,トータル･マー

ケティング･システムを分析し比較すると

が,実務上殆ど不可能であることを,シャピ

ロは早くから指摘しているが,彼の予想は正

しかったと,ボドウィンは述べている｡概念

的枠範みが実証研究に当たって活用されない

のは,概念的枠範みそのものが説得的でない

場合と,例えばバーテルズのアウトラインの

ように,枠範みは説得的であっても,活用が

難しいという場合があろう｡後者について

は,実証研究のための方法や手順が工夫され
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るべきである｡

②　親閲的･制度的比較

マlケティング機関の比較において生ずる

難しい問題の1っは,卸売業や小売業,ある

いはその中のスlパーマーケット等,産業分

類上の用語は同じでも,国によってはその実

体が著しく異なることである｡コックス(Rea-

visCox)紘,米国と日本の卸売業は,名前は

同じでも機能に大きな違いがあることを指摘

しているが,このように実体の異なる機関

杏,同質のものとして例えば統計的に比較す

るとが許されるか否かという問題である｡し

かし,この議論を始めると際限がないだろう｡

卸売業の畿能を例にとると,米国と日本とで

その畿能に差異があるばかりでなく,日本の

中でも,業種別あるいは地域別にその幾能は

異なるし,同じ業種の中でも飯能の異なる機

関は多い.塩論すれば,流通機関が営む機能

は,企業によって異なる｡同質的なもののみ

を比較しようとすれば,国際比較そのものが

成立しなくなるであろう｡消費購買者以外の

すべての購買者,具体的には生産購買者(製

造業,鉱業,農業など),再販売購買者(小売

業や卸売業),業務購買者(ホテル,レストラ

ン,その他のサービス業),および公益購買

者(政府や非営利法人等)に対し商品を供給

する事業者を卸売業者と定義した上で,その

ような機関を統計的･非統計的に比較し,そ

の結果として発見される機能上およびその他

の差異が,如何なる理由で発展し,さらに,

そのような差異が流通成果の差異に如何に関

わっているかを解明するのが,比較研究の手

順と言うべきであろう｡

③　その他の方法論上の問題

以上の他に,方法論上の問題として,ボド

ウィンは消費者行動比較と統計分析を挙げて

いる｡消費者行動はマーケティングにとって

最も重要な環境要因であるが,文化の違いが

とくに強く現われる問題である｡文化を異に

する人々も概ね類似したやり方で,単純な刺

激要困を阻み合わせて複雑な意思決定をする

が,文化が違えば,種々の特性に対し,異

なったウェィトづけを行うという,ある研究

結果を引用しながら,ボドウィソはこの

ウェィトづけこそが文化の影響を反映するも

のであり,文化比較に当っては,特定のマー

ケティング状況に関係のある文化的価値を確

認し,さらに,これらの文化的価値と特定の

製品,販売促進のための訴求その他に対する

感度と艇み合せを測定するための方法を考案

することが必要だと主張している｡

統計分析に関しては,商業統計調査のよう

な1次デlタの統計分析よりも,研究者に

よって計画･実施されるサlベイの問題を主

として取扱っているが, ｢類似性あり｣と判

定するためには必要な統計数値の水準,なら

びに,因果関係を推定する方法についてのボ

ドウィソの指摘は,従来の比較研究に欠落し

ていた問題である｡

脚　酎即i:;.i;.HVfct;a巳

ボドウィソは｢その他の比較研究｣の中

に,消費研究,市場分類,流通機構と経済発

展,普及過程の研究等を含ませている｡彼自

身の用語による研究類型のうち,ボドウィン

はマクロ比較よりもミクロ比較の方に重点を

置いているように感じられるが, ｢その他の

比較研究｣として例示されているものは,概

ねマクロ比較に属するテlマである｡

流通機構と経済発展では,普遍主義一発展

段階説と個別主義一固有文化説の対立が取り

上げられている｡普遍主義については,カン

ディフの所説が知られているが,彼の｢時間

的ずれ｣あるいは｢発展段階｣仮説は,低開

発国の流通システムは,米国の初期の発展段

階における流通システムに酷似しているとい

うものであるが,これに対し,ダグラス

(S.P.Douglas)が環境条件の重要性を指摘す

るとともに,発展水準を異にする国々の横断

的比較よりも,いくつかの国におけるマーケ

ティング戟樺の歴史的進化にっいて研究する
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方が適切だと主張していることを解介してい

る｡発展段階説と固有文化説の対立にっいて

のボドウィン自身の意見は述べられていない

が,これも彼の関心がミクロ比較に傾斜して

いるためかとも考えられる｡

第2節　バーテルズの薗有主義一文化規定説

1.学説史上の位置づけ

バーテルズは比較マーケティングの学説史

の上で,一際,重要な位置を占めている｡そ

の理由は主として3っあるQ　第1の理由は,

彼が編者となって,比較マlケティソグの名

を冠した最初の単行本を, 1963年に刊行した

ことである(注9)O比較マーケティングという

言葉を最初に唱えたのが誰であるのか,文献

上からは明らかでないが,少なくとも比較

マーケティングを題名とする本は,初めて

バーテルズによって編まれている.流通･

マーケティングの研究に,国際比較という接

近方法が試行錯誤的に用いられていた段階

に,バーテルズが,r比較マ-ケティング｣と

いう新しい研究ジャソルの成立を告げたと評

することができよう｡

この本自体は, 15カ国の卸売システムにつ

いて,それぞれ異なる筆者が記述したもので

あり,学術的な視点から言えば,必ずしも体

系的･分析的な比較研究と評価することはで

きない｡しかし,本書の｢導入部｣と｢結

論｣,および｢比較研究分析のためのアウト

ライン｣において,バーテルズが提示した比

較マlケティソグの概念的枠魁みは,これま

で多くの研究者によって提出された,種々の

概念的枠範みの中で,最も包括的で,かっ体

系的である.すでに解介したように,シャピ

ロもボドウィソもともに,比較マーケティン

グの最も基本的で代表的な概念的枠魁みとい

う評価を与えている｡バーテルズが学説史の

上で重要な位置を占めている第2の理由であ

るO

単に比較マーケティングだけでなく,マー

ケティング理論上の最も重要な問題の1つ

は,異なった国々におけるマーケティングの

発展パターンに関する認識であって,普遍主

義と固有主義が対立しているO　普遍主義は,

社会の違いを超えて妥当する普遍的な発展段

階の存在を主張する｡この場合,米国を基準

国(country of reference)とし,いくつかの

変数あるいはそれらの範合せによって,他の

国々を米国より遅れた発展段階に位置づける

ことが多い｡米国との違いは,米国に対する

遅れと同義語であるが,いくつかの前提条件

が満たされれば,他の国々のマ-ケティング

も米国と同じ発展パタlソをたどると考える｡

もちろん,ボドウィンが言う通り,後発国ほ

ど発展が加速化されるだろう｡

これに対し,固有主義は,ある国における

マーケティングのシステムや活動は,その国

の社会や文化等,環境諸要因の所産であり,

米国あるいはその他の国々との違いは,必ず

しも遅れを意味しないという立場をとる｡こ

の固有主義一文化規定説を代表するのがバー

テルズであり,この点でも,彼が学説史上重

要な位置を占める理由がある｡

2.比較マーケティングの概念的枠組み

(1)社会的･文化的環境条件とマ-ケティン

ゲ

バ-テルズはまず比較マ-ケティソグを次

のように定義する｡ ｢比較マーケティングと

いう言葉は,随伴的もしくは関連的変数を通

ずるマ-ケティングの研究,すなわち,人類

の多様な文化的設定の下に見出されるマーケ

ティング活動の起源,範織,および相互関係

の研究を意味する｣ (注10)随伴的もしくは関

連的変数とは,社会的･文化的な環境諸条件

を意味しており,多様な国々の社会的･文化

的諸条件の下で,マーケティングが如何なる

起源を有し,どのような範織･機関によって
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マーケティソグが営まれ,環境要因とマーケ

ティングの間に如何なる相互関係が存在する

かを研究するのが比較マーケティングである

と規定しているのである｡

バーテルズの思考の根底には,以下のよう

な認識がある｡すなわち, ｢マーケティン

グ｣自体は,社会的目的を遂行するための活

動や手段を表現する,非常に新しい用語にす

ぎない｡人類の歴史を通じて,他の国々は多

様な他の方法で,商品を供給してきた｡いろ

いろな社会は,常に,形態の違いは別とし

て,_人類の消費欲求を満たすために,何らか

の体系的な方法を採用してきたが,これらの

方法がその社会の｢経済｣を形成している｡

従って, ｢経済｣が社会的目的を充足しよう

とそて働く際,種々の社会的要因がその方式

に対して影響を与えるD　現代においては,こ

れらの社会的影響がさらに明確な形で,市場

流通すなわちマーケティングの特性を決定す

るようになっている｡この意味で,比較マー

ケティング分析は,社会的視点から接近さる

べきである｡

最も基本的な社会的･文化的条件として,

バーテルズは国家,社会,経済および市場の

4つを挙げているが,そのさらに詳細な内容

を生理すると,第1表のようになる｡

(2)比較マーケティングの中心命麗

①　諸関係の比較

比較マーケティング研究に関する,バーテ

ルズのパラダイムの最も重要な特徴は,異

なった国々のマlケティソグ過程や環境にお

ける類似点や相違点の単純な比較ではなく,

環境とマーケティング過程の間,およびマー

ケティング過程の内部に存在する各種の関係

の国際比較を,比較マlケティングの中心命

題としている点である｡各国の社会的･文化

的環境要因が,それぞれの国のマーケティン

グ･システムや活動を如何に規定しているか

が｢規定関係｣であり,それぞれの国の制度

的枠阻み(institutional framework)の中で,

流通機関その他の構成員が,相互にどのよう

な役割を演じているかが, ｢役割関係｣もし

くは｢相互関係｣である｡この2つが,バl

テルズの言う諸関係の基本である｡

②　規定関係について

バーテルズの編集で1963年に出された｢比

第1表　マーケティングのための社会的･文化的条件

1,国　家

(9　回の位匠と大きさ

(野　国土と地勢の自然的特性

(診　天然充虎

④　政体および政治的状況

⑤　国の古きと歴史
㌶　幽遜UI-35H田VBSaMrefsajs

w-^
①　家　族

⑧　宗　教

③　政　吋

(卦　雷　Fr
⑤　余　暇

3. II i耳

①　ttlftft制
②　経済発展の水準

na｣
①　脱　帽

紹　turn

③　鴫　好
@　基　準
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較マlケティソグ-15カ国の卸売業｣で

は,社会的･文化的環境要因の重要性を盤謁

してはいるが,環境とマーケティングの関係

は,むしろ解釈(intrepretation)の問題とし

て扱われている｡すなわち,異なった国にお

けるマlケティング上の差異を説明するため

に,環境とマーケティングの実践様式の間の

関係が分析されるとしている｡しかし,その

5年後に発表された論文｢国内マーケティン

グと国際マーケティングは違うか｣催11)にお

いて,バーテルズは,裁定関係の比較こそが

比較マーケティングの中心命題であるという

考えを明確にし,そのパラダイムを第1図の

ような概念モデルとして示した｡

この図において, A:B (自国のマーケ

ティング過程と外国のマーケティング過程の

比較)は単なる記述的説明に過ぎず, C : D

(自国の環境と外国の環境の比較)も同様で

あって,ともに分析的な比較マlケティソグ

研究とすることはできない｡バlテルズによ

れば,真の比較研究とは, A:cとB:Dの

比較,すなわち,複数の国々における環境と

マーケティング過程の間の規定関係の比較で

"H
異なった国々のマーケティング差異を,そ

れぞれの国の社会的･文化的条件との関連で

解明しようとするバーテルズの研究パラダイ

ムは,異同の単純比較にくらべて,各国の

マ-ケティソグ過程を構造的に把握すること

を可能にするだろう｡ただし残念なことに,､

環境がどのようにマーケティング過程を弟定

するのか,そのメカニズムに関する仮説は示

されていない｡

第1図　比較分析のためのモデル

(資料) Robert Bertels, Are Domestic and International Marketing
Dissimilar? , Journal of Marketing, VOL. 32 (July, 1968), P.59.
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③　役割関係にっいて

比較マーケティングに含まれる解釈問題の

1っとして,バーテルズは｢社会的マーケ

ティング(soci0-marketing)活動における

人々の行動と相互作用のバクlソ｣を挙げて

いる｡社会的マーケティングとは,利潤追求

を目的とする個別企業の経営政策的視点から

ではなく,社会全体の消費欲求を満足させる

ための市場流通という視点から,マlケティ

ングを把えたものである｡ボドウィソが研究

類型をマクp比較とミクロ比故に分類したこ

とは前に述べたが,バーテルズの研究がマク

ロ比較に属することを示している｡

この社会的マlケティソグ,あるいは市場

流通を遂行する社会的制度として,卸売範親

と小売範織からなる流通システムがあるが,

これは親閲的側面と機能的側面に分けて考察

することができる｡畿閑的側面とは,流通シ

ステムがどのような親閲によって構成されて

いるかであり,故能的側面とは流通システム

が如何なる機能を営んでいるかということで

ある.機関的側面では,国によって所有形態

の違い,具体的には,私企業か公企業かとい

う違いが存在するが,私企業の場合も,協同

取合か営利法人かという違いがある｡いずれ

の場合でも,流通親閲は卸売りと小売りの2

つに分かれ,それぞれがさらに業種別あるい

は業態別の下位分類を持っているが,これら

は殆ど世界各国共通である｡

機能的側面では,如何なる幾能が営まれて

いるかという点も,もちろん重要であるが,

幾能の営まれ方も重要である.バーテルズ

は,マ-ケティソグを単に企業的活動として

ではなく,社会的活動として把える視点か

ら,社会システムの1つとしての流通システ

ムを構成する人々の相互作用を重視している｡

ここでは狭義の流通観閲ではなく,経営者,

従業員,株主その他の投資家,顧客,仲介業

者,競争相手,政府および地域社会などま

で,社会システムの構成員の範囲が拡大され

ている.バーテルズの考えでは,マーケティ

ングはその日的(社会の消費欲求に対する商

品とサlビスの供給)達成のために必要な,

役割地位の関係の相互作用の集合であるか

ら,マlケティソグ研究は,マーケティング

と呼ばれる課業に含まれる一連の諸関係の中

で,人々がどのような行動様式を示すかにつ

いての解釈から成り立っことになる｡従っ

て,比較マーケティングとは,異なった国々

における,上述のような役割関係の研究だと

いうことになる｡

マーケティング機能や流通機能は,現実の

活動から抽象化された構成概念であり,実在

するのは活動であって戟能ではない.従っ

て,壊能的接近は往々にして慈意的な記述に

陥る危険を有する｡実証研究の立場からは,

商品洗通のための活動,すなわち流通活動や

流通行動の方式に着目し,そこに見出される

国別の差異を,それぞれの国の社会的･文化

的条件に関連づけて解釈するという擦近方法

が望ましい.こうした活動は,人と人との相

互作用として行われるから,バーテルズの流

通システムの歳能的側面を,関与する人々の

相互作用の集合として把えようとしているこ

とは,全く正しいと言わねばならない｡

しかしながら,直接･間接に関与するすべ

ての人々の役割関係を分析しようとすること

は,実証研究としては非現実的であり,従っ

て,生産者と流通業者,卸売業者と小売業

者,売り手(生産者･流通業者)と買い手

(消費者),および政府･地域社会と流通業

者等の相互作用に分析を集中すべきであろう｡
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3.固有主義理論の発展

(1) ｢違い｣と｢通れ｣

一国のマーケティング過程が,その国の環

境によって規定されるとすれば,環境要因の

違いを反映して,各国のマーケティング過程

紘,当然,多くの相違点を持つことになる｡

国際比較研究においては,この｢違い｣ (dif-

ferences)についての解釈が,マlケティン

グや流通に限らず,一般に極めて重要である｡

経済システムについての国際比較は,マーケ

ティングより可成り早くから行われてきた

が,経済システムにおける｢違い｣は,克服

されるべき｢遅れ｣ (backwardness) ,と評価

されることが多い｡他方,文化人類学や比較

文学等では, ｢違い｣はあくまでも｢違い｣で

あって, ｢遅れ｣と必ずしも同義ではない｡

マーケティングは学閥としても企業実務とし

ても,初め米国で発展したため,米国人はと

かく米国の視点から他国の企業活動を判断す

る傾向があったと,バーテルズは掃摘し,米

国で一般に受け入れられているものと異なる

マーケティング活動は,往々,劣等かつ時代

おくれ,もしくは非効率なものと考えられが

ちであると述べている.バーテルズの認識に

従えば,他国の取引慣行がその国の環境要因

の所産であるのと同様に,米国の取引慣行は

米国の環境によってもたらされていることに

なる｡米国の取引慣行は米国社会に固有であ

り,他の国々における取引慣行は,それぞれ

の社会にとって固有であるというのが,固有

主義の主張である｡そのような意味でバーテ

ルズは,マーケティング研究に国際比較を応

用する際,いろいろな場所におけるマlケ

ティング活動の相違点は,類似点と同様に重

要であることを認識すべきだと述べているo

(2)　有主義の理絵的問題点

｢比較マ-ケティソグー15カ国の卸売業｣

において,固有主義一文化規定説に基づく概

念的枠範みを展開した後,バーテルズはいく

っかの困難な理論的問題に直面したに違いな

い｡まず第1は｢一般化｣ (generalization)の

問題である｡比較マ-ケティグも究極的に

は,マlケティングに関する一般理論の構築

を目的としているが,固有主義を極限までお

し進めると,国が違えばマーケティングも違

うという結論になって,一般化は非常に困難

にならざるを得ない.固有主義一文化親定説

に立ちっつ,マーケティングの一般理論化を

図るには,如何なる論理的スキームを持つべ

きであるか｡

第2は,諸国のマーケ-ティングに見られ

る類似性を如何に解釈するかの問題であるO

確かに,国々の間では,マーケティングに顕

著な差異が見られる｡例えば,一般に｢欧米

型流通システム｣と呼ばれるが,米国の流通

システムと英国のそれとの間には,大きな違

いがあって,それが生産性と構造の比較を中

心とする英国の研究者の初期の比較研究に動

幾を与えた｡国境を接しながら,フランスと

ドイツの流通システムの間には,大きな差異

が見られる｡このような差異を,それぞれの

国の環境条件に関連づけて説明することは説

得的である｡その意味で,固有主義一文化親

定説は理論的ならびに実務的な妥当性を有す

るが,反面,少なくとも先進国の流通システ

ムが多くの類似点を共有することも確かであ

る｡しかも,その類似性は時とともに拡大し

つつあるように思われる｡諸国の流通システ

ムにおけるこのような類似性を,固有主義一

文化親定説の立場から,どのように説明する

か｡

第3の問題として,環境要因がどのような

メカニズムを通じて,マーケティングを規定

するか,規定メカニズムについての仮説形成

が必要である｡この点にっいては, ｢比較

マーケティングー15カ国の卸売業｣の中で

ち,バーテルズは殆ど触れていない｡規定関

係の構図を明らかにすることは,バーテルズ
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にとって大きな課題であったに違いない｡

第4の問題として, ｢違い｣の中には, ｢正

当化される違い｣と｢正当化されない違い｣,

っまり消費者の物的厚生を高めるためには克

服されるべき｢遅れ｣とがあると考えられる｡

固有主義-文化演定説を受け入れるとして

ち, ｢違い｣のすべてが容認されるとは思え

ない｡とくに,比較マーケティングを公共政

策立案の基礎にしょうとする場合, ｢違い｣

と｢連れ｣を識別する必要があるが,識別の

ための判定基準を何に求めるか｡

上に例示したような固有主義の問題点につ

いてバーテルズが答えるには,なお,数年間

の思索が必要であった.結局, 5年後の1968

年に発表した論文｢国内マlケティソグと国

際マーケティングは違うか｣において,上記

の問題点,換言すればバlテルズの固有主義

一文化規定説への批判に対する彼の回答を示

した｡とくに,異なった国々のマーケティン

グに観察される類似点と相違点にっいて,そ

の成立メカニズムを明らかにすることによ

り,比較研究の成果を一般化する道を拓いた｡

彼はマlケティングを例えばコインのよう

に表と裏から眺めるという,全く新しい発想

を導入した｡表面が技術的過程であって,こ

こでは普遍的原理が支配的であるため,各国

のマーケティングに多くの類似性が発見され

る｡これに対して,裏面は社会的過程であ

り,ここでは人格的･人間的要素が中心であ

り,それぞれの社会の固有性が強く現われる｡

この議論はl見すると,普遍主義の,発展

段階説の側からの批判に対する妥協のように

見えるが,普遍主義一発展段階説を技術的過

程における類似性の説明原理として取り込む

ことによって,固有主技術一文化親定説の弱

点を修正し,その論理を補虫したと評すべき

であろう｡

(3)技術的過程と社会的過程

バーテルズはマーケティングの本質を考察

することによって,それが技術的側面と社会

的側面という二面的性格を内包することを指

摘したo

①　技術的過程(technical process)

技術的過程として見れば,マーケティング

はその非人格的要素(non-human elements)

に関連する原理,原則あるいは知識から成り

立っている.マーケティングの非人格的･非

人間的要素とは,製品,価格,利益,コスト

など,バlテルズが第2表の左欄に列挙した

ものである｡彼の考えによれば,マーケティ

ングは伝統的に技術的過程と見なされ,マl

ケティソグ･マネジメントは望ましい最終目

的を達成するための技術的手段の活用と理解

されてきた｡また,マーケティング･テクノ

ロジーは一般に,時と場合に関わりなく,普

遍的なものと考えられてきた｡

技術的過程としてのマーケティングの特性

については,確かにバーテルズが指摘する通

りであるが,論理的整理にまだ不充分な部分

がいくつかある｡例えば,技術的要素に市場

が入っているが,これは本来,環境要因の1

っである｡また,チャネルや取引の流れを技

術的要素に含ませることにも,若干の疑義が

ある.人間と人間(あるいは親閲と機関)の

相互関係によってチャネルが形成され,それ

らの役割地位に基づく相互作用を通じて取引

が成立することを考えれば,これらは社会的

過程に分類するか,あるいは,技術的過程と

社会的過程の相互作用の結果としてもたらさ

れるものという位置づけが適当であるかも知

蝣tSiH Pv
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第2表　マーケティング概念とその関連要素

マ-ケ-テイング概念

(資料) Robert Bartels, 'Is Domestic and International Market!昭Dissimilar 7 ',

Journal of Merketi昭, Vol.32 (July. 1968), p.57.

②　社会的過程(social process)

社会的過程としてのマーケティングは,商

品とサービスの流通に関与する種々の社会シ

ステムにおいて,役割地位の下に行動する個

人の間の｢相互作用の集合｣ (complex of

interactions)だと,バールテズは裁定してい

る｡この概念が人格的･人間的要素,すなわ

ち,広汎な経済的ならびに非経済的影響の下

で行動する個人を重視していることは明らか

であるが,関連する要因を,バーテルズは第

2表の右欄に掲げている｡社会的過程として

見たマーケティングは, 2つの国で大きく違

う可能性があるが,相互作用する個人の役割

は仮りに同じであっても,これら2つの社会

では,彼らの期待や行動パターンが非常に違

うのがその理由であると,バーテルズは述べ

ている｡

(4)環境要因とマーケティング変数

バ-テルズが最終的に到達した比較マーケ

ティングの概念的枠範みは,それぞれの国の

環境要因とマーケティング要素を範み合わせ

たものとして,第3表に示されている｡この
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義では,国内環境は国や人口, GNPの大きさ

などの物的･経済的要因と,家族,経済,政

府などの社会的･社会構造的(societal)要因

に分けられ,マーケティング要素(独立変

数)は第2表にに示された如く,技術的過程

と社会的過程に分類されている｡そして,物

的･経済的環境が技術的要素と範み合わされ

て普遍性の根源とされ,社会的･社会経済的

環境が社会的要素と範み合わされて,固有性

の根拠とされている｡

この整理もいくっかの問題点を有する｡小

さいことから言えば,環境要因の1つである

経済が,物的･経済的要因の方ではなく,社

会的･社会構造的要因とされていることは,

1つの矛盾であろうが,バーテルズの概念的

枠阻みが持つ基本的問題点は,物的･経済的

環境要因とマーケティングの技術的要素を対

応させ,この分野では普遍主義の原理が働い

て類似性が多くなり,他方,社会的･社会構

造的環境要因とマーケティングの社会的要因

を範み合わせて,この分野は固有性に支配さ

れるという構図が,あまりにも故概論に隠す
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るという点である｡このスキームでは,一例

を挙げれば,先進国の間に見られる流通シス

テムの差異は,殆ど説明することはできない｡

このような問題点を持っていてはいるが,

異なった国々のマーケティングを,平面的に

ではなく,立体的,構造的に比較するための

概念的枠範み発展させた点で,バーテルズは

学説史上重要な位置を占めていると評価すべ

きであろう｡

第3表　環境要因とマアケテイング変数の関係

マーケテイング要素

技 術 的 社 会 的

国

甲

%

一蝣:?:* =IN ?

生活水準

製 品

価 格

利 益

コスト
南 棟

内

の

檀

a

物流システム

その他
差別化

レイアウト

チャネル

市 場

親 閲

取引の流れ

流通加工

翠
%

$ m
学校
教会
経済
ft m
雷
余暇(資料) Bartels Robert, op. cit.蝣　p.58.
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第3節　カソディフ等の普遍主義一発展

段階説

1.普遍主義一発屋段階説の内容

(I)カンディフの比較小売業(comparative

retailing)

固有主義一文化規定説のいわば対権にある

普遍主義一発展段階説について,ここではカ

ンディフ,アルソト(JohanArndt),ホラン

ダー(Stanley C. Hollander)等の業練を中心

に検討する｡

カソディフは小売業の国際比較研究を行

い, ｢比較小売業の概念｣ (注12)を公けにした

が,この論文は小売革新についての仮説検証

を目的とした実証研究であるが,実証部分は

方法論が未熟で高い評価を与えることが不可

能な反面,仮説形成に至る前段部分には,普

遍主義一発展段階説の思想が明確に現われて

おり,学説史上,見落とすことのできない文

献の1っである｡カソディフはまず,世界の

異なった部分で発展してきたマーケティング

･システムは,明らかに特定の共通な特性を

有すると同時に,多くの重要な点で互いに異

なっているが,こうした差異の程度と大き

さ,および,マーケティング･システムがど

の程度,論理的かつ予測可能なパターンをた

どるのか等の諸点については殆ど知られてい

ないという認識から出発して, ｢違い｣の意

味を探究しようとする｡

彼は実証研究もしくは論理操作の結論とし

て,普遍主義-発展段階説を導くのではな

く,むしろ,アプリオリにこれを前提として

次のように述べる｡ ｢これらのシステムは,

世界のすべての場所で異なった発展段階にあ

る｡未発達な経済があるのと全く同じよう

に,未発達なマlケティソグ･システムがあ

るのである｡種々の段階の経済システムを比

較することにより,経済学者は低発展段階に

ある経済の将来の発展方向を予測する方法を

工夫しようと試みた｡マーケティング･シス

テムの発展を説明するための,同等な包括的

な試みは,未だかってなされたことがない｣｡
(注13)

カソディフは明らかに,ロストウの｢経済

発展の諸段階｣に倣って,マーケティングに

発展段階説を導入しようとしている｡そし

て,その目的を,マーケティングの発展方向

にっいての予測力を高めることにおき,その

ためには,マーケティング･システムの進化

発展にっいてよく理解することが必要だとL

ana

バーテルズの業横をカソディフも評価して

いるが｢別の接近方法(alternative methods

of approaching)｣を示唆することによる｢準

備的貢献｣と限定している｡別の接近方法と

紘,固有主義一文化規定説に立脚した接近を

意味していると考えられるが,カンヂィフが

この接近方法を採らないことを,暗に示唆し

ているようである｡また, ｢準備的貢献｣ (p-

reliminary contribution)とは,バlテルズは

比較マlケティソグの概念的枠魁みを提示

し,比較研究の手順を示しはしたが,彼自身

がその枠魁みと手順によって実証研究を行っ

たわけではないことを指しているもの推測さ

れる｡

･tlテルズと比較した場合のカンディフの

特徴は,まず基本的に,発展段階説に立脚し

ていること,マーケティング･システムの進

化発展という｢動学｣的パラダイムを導入し

ようとしていること,および,仮説形成とそ

の検証という形での実証研究を指向している

こと等である｡

(彰　小売業の進化と適応

力ソディフは小売業進化の動因を技術革新

(retailing innovations)に求め,各国の流通

システムにおけるその評価と適応には,秩序

だったプロセス(orderly process)が存在す

るようだとして,次の4つの仮説を唱えてい

る｡
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I.技術革新の成立

技術革新は最も高度に発達したシステム

においてのみ発生する｡その他のシステム

における小売業者は,より高度に発達した

システムにおいて既に試みられテスト済み

の成果を採用もしくは適応するのみである｡

I.適応の前提条件

あるシステムが技術革新に成功的に適応

する能力は,その経済発展の水準に直接依

存する｡

Ⅲ.環境要因の役割

経済的環境が小売変化にとって好ましい

条件を有する場合,人口構造や地理学的要

因,社会的要因,行政および競争圧力など

の環境要因が,適応プロセスを阻害もしく

は支援する｡

Ⅳ.リーダl企業の存在

この適応プロセスは,賛柾的な個別企業

の行動によって,大きく加速される可能性

があるD

②　運営方法(operating methods)と親閲

仮説検証に当っての1つの問題は,技術革

新を企業もしくは事業所という機関のレベル

で把えるか,運営方法のレベルで捉えるかで

ある｡具体例で言えば,スlパーマーケット

という戟閑について比較するか,セルフサー

ビスという運営方法について比較するかであ

る｡

カソディフは結論的に小売機関ではなく,

小売方法の比較を選ぶが,その理由は以下の

通りである｡例えば,同じくスーパlマl

ケットと呼ばれる業態でも,米国のスーパー

マーケットに対し欧州のそれは,一般に規模

が小さく,品揃えの幅が狭く,価格訴求を殆

ど重視せず,また,広告利用や駐車場設備も

少ない｡このように,地域が異なれば,小売

機関の発展に大きな違いがあって,比較を困

難にするが,小売方法はすべてのマーケティ

ング･システムにおいて,同-であることが

多い｡スーパーマlケットという業態の名称

は,異なった市場では異なった意味を持つ可

能性があるが,基本的な小売運営の方法,例

えばセルフサービスは,すべての地域で同じ

意味を持つ｡この理由から,カンディフは機

関比較ではなく,方法比較によって,上記4

つの仮説を検証しようとする｡

③　小売革新の内容

本来ならば,各国における小売革新の採用

過程を歴史的に追求すべきであるが,歴史的

資料の不足のために, ｢最近の｣技術革新に

カンディフは議論を絞り,主要な小売革新と

して次の4つを挙げている｡

I.セルフサービス

Ⅱ.在庫回転率とリンクされた価格決定

Ⅲ.郊外立地

Ⅳ.自動化

これらの小売革新のうち,世界中の小売シ

ステムによって最も広汎に採用されているの

はセルフサービスであるため,カンディフは

セルフサlビスの普及率を中心に国際比較を

行い,仮説を検証するという研究計画を採用

する｡検証に先立って,カンディフはまず,

セルフサlビスの普及という観点から,前述

の4つの仮説を次のように再構成する｡

〔仮説1〕　セルフサービスの発展は,小売

革新が高度に発達したマlケティソグ･シス

テムにおいてのみ生ずるという仮説を支持す

る｡アプリオリにではあるが,米国のマーケ

ティング･システムは今日,世界で最も発展

したものとして,広く受け入れられている｡

そして,セルフサービスが初めて広汎に採用

された1920年代,米国のマlケティソグ･シ

ステムは唯一ではなかったにしても,最も発

展したものの1つであった｡他の国でセルフ

サービスが全く独立に生み出されたという証

拠はなく,基本的にもともとは米国のアイデ

アであったものを模倣するという形で,各国

に拡がった考えられる｡

〔仮説2〕　マーケティング･システムにお

けるセルフサlビスの普及は,技術革新への
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適応能力が,経済発展の水準に依存するとい

う仮説を支持するようである｡しかしなが

ら,経済発展段階の識別と分娩は,経済学者

が直面している困難な課題である｡とは言

え,マ-ケティ1/グの変化を,経済面の差違

に関係づけるための何らかの基礎を見出すこ

とは可能である｡ 1つは国民1人当りGNP

であり,もう1つは非必需的な半耐久財の普

及率である｡カソディフはこの非耐久財の代

表として電話を選んでいる｡

〔仮説3〕　セルフサlビスの普及は,本

来,経済的要因のみで予測できるマーケティ

ングの発展水準に,非経済的要因が影響を与

えるという仮説を支持する｡

1人当りGNPの大きさの順位と,セルフ

サービスの普及率の順位が一致しない国々に

おいては, 1人当りGNPのような経済的要

因以外の経済外的要因が,セルフサービスに

表わされる小売技術革新の普及を阻害した

り,あるいは逆に加速したりするというの

が,カソディフの解釈である｡

〔仮説4〕　マーケティング･システムが小

売革新を支持するのに必要な最小限の発展水

準に達している限り,簾庫的な個人あるいは

企業によって技術革新の普及過程が促進され

る可能性がある｡

この具体例の1つとして,カソディフはス

イスのゴーットリーブ･ドゥトゲァイラー

(Gottlieb Duttweiler)を挙げている｡彼は世

界でも有数の消費生活協同魁合であるミグロ

ス(Migros)を作り上げたことで有名である

が,彼のような人物が出現しなかったら,ス

イスおけるセルフサlビスの普及はもっと遅

れていたに違いないというのが,カソディフ

の解釈である｡

④　仮説検証の方法と結論

仮説検証の方法は柾めて簡単である｡ま

ず,経済発展の水準を表わす変数としてソ連

を含む20カ国の1人当りGNPと電話の普及

率を取り,小売革新の程度を表わす掃標とし

て,セルフサlビスの普及率を調べる｡次

に,比較対象国を1人当りGNPの大きさの

順に並べ,それぞれの国の電話普及率とその

順位,および,セルフサービスの普及率と順

位を記入する｡その上で,この3つの変数の

順位がl致するか一致しないかを単純に観察

する｡

その結果を見ると,順位が正しく相関して

いるわけではないが, 1人当りGNPが高い

国ほど,電話の普及率もセルフサービスの普

及率も高くなる傾向は,一応認められる｡こ

のことから,カンディフは概ね上述の仮説は

検証されたとしているが,充分に説得的とは

言い難い｡ 1っの理由は仮説そのものにある｡

セルフサービスは小売革新の1つにすぎず,

また,生活必需品の流通に主として用いられ

る方法であり,その普及率を以って,マーケ

ティング･システムの発展水準を測るのは一

面的である｡小売システム,およびそれを含

む流通システム全体の動態的構図,すなわち

流通のダイナミクスについての仮説を立て,

その上で,セルフサービスという1つの小売

革新の位置ずけをする必要があろう｡また,

マーケティングの発展という概念を導入する

のであれば,動学的な概念モデルを構築すべ

きであろう｡

カソディフの概論が充分説得的でない第2

の理由は,仮説検証の方法にある｡若干の変

数の大小を目視するのみでは,およそ科学的

ではない｡さらに分析的な手法を開発する必

要がある｡

(2) 7ルントのタイム･ラグ･モデル

①　作業仮説とその特教

カンディフの普遍主義-発展段階説に沿っ

て行われた実証研究の1っが,アルントの

｢比較小売業におけるタイム･ラグ｣ <tt14)で

ある.これは国内マーケティング･システム

の国際比較を指向したもので,ノルウェー小

売業の将来の構造変化を予測するために,い

ろいろな国の小売構造に,系統立った差違が
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存在するか否かを,統計的手法を用いて検討

している｡

アルソトの認識は,小売システムの構造は

その社会の特性に依存し,従って,一国の小

売構造の変化は経済的,技術的,社会的なら

びに文化的な小売環境の変化によって生ずる｡

さらに,多数の国々における小売構造の差異

はそれぞれの国の小売環境の差異に帰するこ

とができる｡

以上の理論的枠魁みと,カソディフが行っ

た実証研究を結合させて,アルソトは次のよ

うな3つの作業仮説を立て,これを検証する

形で実証研究を進める｡

I.特定の国におけるスーパーマーケットの

発生は,その国の経済発展の水準と関係が

ある｡

I.高度に発達した国々では,コスト圧力が

規模経済を追求する傾向を生み出す｡その

ため,一定の範囲で,ある国の経済発展の

水準が,小売店舗の規模に関わりをもつ｡

Ⅲ.国々の間に存在する小売システムの発展

におけるタイム･ラグ(temporal lags)

は,最も重要な環境要因におけるタイム･

ラグと同じ長さに近づく偉向がある｡すな

わち,経済的先進国(スエーデソ)におけ

るいくっかの小売構造および経済的,社会

的指標は,経済発展の遅れた国(ノルウ

ェー)における将来の小売傾向を予測する

基礎として用いることができるだろう｡

アルンT･の認識と作業仮説を見る限り,小

売システムに及ぼす環境要因の影響を重視し

ており,その限りでは,バーテルズの固有主

義一文化泉定説に近い印象を与えるが,多様

な環境要因のうち最も重要なものは経済発展

水準とされており,アルソトの作業仮説は,

結論的には,特定の2回間にあるいはそれ以

上の複数国家間の小売構造の違いは,それぞ

れの国の間の経済発展水準の違いに等しいと

いうことであり,経済発展水準を主たる説明

変数とする普遍主義一発展段階説である｡し

かも,複数国家間(ここではスエlデンとノ

ルウェー)に存在する遅れを年数で計算しよ

うとしているところに,そのタイム･ラグ･

モデルの特教と特異性がある｡タイム･ラグ

という言葉自体同じ方向へ発展すべきもの

が,たまたま時間的遅れを生じているという

考えを表わしている｡

②　仮説Iと仮説Ⅱの検証

仮説Iと仮説Ⅲ,すなわち,スlパlマl

ケットの発生が経済発展水準に依存するこ

と,および,大規模小売業の構成比が同じく

経済発展水準に依存すること(実はこの2つ

は殆ど同じことを言っているのであるが)の

2つを検証するために,国によるセンサス･

デlタの調査時点や調査内容の違い等,デl

タ上の制約はあるが, 16の相対的に富裕な国

について,次のような指標を選び,その相関

をとっている｡

〔経済発展指標〕  1人当りGNP (ただし,

ノルウェー･クロlナ表示)

〔小売親摸指標〕　1店当り従業者数(店主

と従業員), 1店当り人口

〔小売草新指標〕　スーパーマ-ケッT1 1店

当り人口

これらの指標を比較対象16カ国について

一覧したのが,第4表である｡データがすべ

て揃っている14カ国の4指標について,ケン

ドールの順位相関係数を計算LW値は0. 7

1. 1.のレベルで有意という答えを得てい

る｡ 1人当りGNPが大きくなれば,小売店の

従業老親模,小売店1店当りの支持人口,

スlパlマーケットの密度も高まることが,

一応,統計的にも支持されるという結論を出

している｡

③　タイム･ラグの測定

アルソトの研究の1つのユニークな点は,

具体的には,次のタイム･ラグ･モデルにお

けるk値を計測している点にある｡

y,-/cx,-*)

ただし,

*

(1)式



Yf-分析対象国(ノルウェl)のt時点に　　　のために. (2)式により,まずYの時系列デl

おける小売構造要因,あるいは環境要因　　　タから,一定期間の平均成長率rを求め,こ

の状態　　　　　　　　　　　　　　　　　れを(2)式に代入してk億を計算する｡

X-経済先進国(スウェーデン)における

対応する要因の状態　　　　　　　　　　　x,-y,c 1 +r)*　　　　　　(2)式

A-年数で測ったタイム･ラグ　　　　　　　　　アルントはこの計算を次に掲げるような3

つの環境要因と, 2つの小売構造要因につい

k値の推定がここでの目的であるが,そ　　　て行い,それぞれのk億を比較している.

第4表　-人当りGNP,小売店舗の規模およびスーパーマーケット1店当り入口

国 名

一人当 りG N P

19 67年 (借 = )

小売 店 1 店 当 り 小売店 1 店 当 り ス-/(-マーケット 1 店

従業者数 (調 査年 ) 人 口 (調 査年 ) 当 り人 口

米 国 2 8,9 00 5. 7 (196 3 ) 138 (19 63 ) 5 ,7 00

ス エ ー デ ン 2 1,8 00 3. 5 (196 3 ) 98 (19 63 7 ,5 00

カ ナ ダ 2 0, 100 4. 7 196 1 ) 119 (19 6 1

ス イ ス 18,6 00 5 .6 196 5 ) 156 (19 6 5 23 ,9 00

デ ン マ ー ク 17, 90 0 3 . 1 (19 57 ) 73 (19 5 7 30 , 300

フ ラ ン ス 16, 60 0 80 (19 6 2) 48 , 300

ノ ル ウ ェ ー 15, 70 0 3 .2 (19 63 ) 9 5 (19 6 3 18 , 000

ベ ル ギ ー 14, 60 0 1.7 (19 6 1) 54 (196 1 26 , 800

西 ド イ ツ 14, 50 0 4 .2 (19 59 ) 12 3 (195 9) 32 ,4 00

英 国 14, 20 0 4 .4 (19 6 1) 9 2 (196 1 7 3, 000

フ ィ ンラン ド 13,4 0 0 4 .5 (19 64 ) 127 (196 4)

オ ラ ン ダ 12, 90 0 40 , 200

オ■ ストラリア 10, 40 0 3 .4 (19 64 ) 1 15 (196 4) 186◆000

イ タ リ ア 9, 20 0 1.9 (19 6 1) 6 1 196 1 174 , 00 0

日 本 8, 30 0 2 .9 (19 64 ) 7 4 (196 4) 8 7, 00 0

ス ペ イ ン 5, 90 0 2 .2 (19 63 ) 9 4 (196 3 38 3, 00 0

(資料)酔n｡摘t,"Temp

ct｡ber,脇㌣ags
P.4昌nComparativeRetailing,JourmalofMarketing,
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〔環境要因〕

｡ 1人当り個人消費支出

.乗用車普及率

.人口の地域集中

〔小売構造要因〕

｡小売1店舗当り人口

.小売1店舗当り売上高

個人消費支出の大部分は小売店を経由し,

従ってその変化は小売構造に直接影響すると

いう理由から,構造と小売構造の規定要因と

して,アルソトは1人当り個人の消費支出を

選んでいる｡ただ,消費構造の変化ととも

に,小売業を経由しないサlビス購入の割合

が先進国では一般的であるので,この点の考

慮が必要だろう｡乗用車の普及は,消費者の

買回り範囲を拡大させ, 1回当り購入量を大

きくするので,競争激化を通じて小売店数を

減少させ,その平均規模を拡大させる効果が

あるので,カソディフが電話の普及率をとっ

たのより説得的だろう｡また,人口集中も大

規模小売業成立の前提条件であるとして,小

売構造を規定する環境要因の1っに選ばれて

いる｡この場合は,地域をどの範囲でとるか

が重要な問題となる｡

小売構造要因では, 1店当り人口と1店舗

当り売上高が選ばれているが,ともに規模要

因と言える｡従って,アルソトのタイム･ラ

グ･モデルは,小売店舗親操を個人消費支出

と乗用車の普及率,および人口集中という3

つのパラメlクーで説明するという構造に

なっている｡

以上5っの変数のそれぞれについて. (2)式

により,スエーデソとノルウニlのタイム･

ラグを計算しているが,計算過程は省略し

て,結論だけを紹介する｡まず1人当り個人

消費支出であるが, 1952年から1963年にかけ

てのノルウェーの年平均増加率は2.5%であ

る,この増加率がっづくとすれば,ノルウ

エlがスエlデソの1963年水準に達するの

は12年後になる.平均増加率を1963年から1

967年にかけての約3.(とすると,タイム･

ラグは7年から9年の間になる｡乗用車の普

及率にもおよそ7年から9年のタイム･ラグ

が計算されている｡人口集中でも,アルント

の計算では,タイム･ラグは7年から9年と

されている.

他方,小売構造要因では, 1店舗当り人口

と1店舗当り売上高の両方で,タイム･ラグ

は7年から9年という計算篇菜が出ている｡

このこからアルソトは,経済的先進国と相対

的に立ち遅れた国の小売システムの間に存在

する発展の遅れ,つまりタイム･ラグは,主

要な経済的要因におけるタイム･ラグと等し

くなる僚向があると患論づけている｡このこ

とは,スエーデソとノルウエlのように社会

的･文化的環境に共通性の見られる国の間で

は,小売システムにおける発展の違いは,経

済の発展水準の違いに依存することとなり,

換言すれば,経済発展水準が同じであれば,

小売システムも少なくとも規模的側面では同

じ姿をとることになる.

しかし,アルソトはこの種の接近は,社会

政治的な面で高度に同質的な国においてのみ

有用で,一般的通用可能性は限定されること

を自ら認めており,社会政治的側面とマーケ

ティング･システムが異質な国については,

さらに複雑なタイム･ラグ･モデルが構築さ

るべきだとしている｡

(未完)
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